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第10 章

原子炉の廃炉

カルマン・A・ロバートソン

要　旨

　廃炉事業は今後20年間にわたり世界中で急速に拡大すると見込

まれており、この分野で限られた経験しか有していない多数の国家

や事業者に大きな技術的・経営的課題を突きつけている。本章では

原発閉鎖から跡地の新たな一般利用に至るまでの各段階における放

射線のリスクを明らかにする。廃炉戦略の選定には相反する政治的

条件が絡んでおり、それは廃炉資金と安全性の確保、世代間の公平

性、そして事業者ならびに利用者の費用負担原則と関係する二つの

主要原則に基づき評価される。廃炉に関する現状の評価に基づき、

廃炉の費用推定を改善すると同時に、高まりゆく需要に対して国際

協力を強化する機会が生まれる。また廃炉および跡地再利用にまつ

わるリスクは高度に技術的なものであることから、リスクに関する

情報共有と国民の参加については特別な注意を必要とする。
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はじめに

　商用原子炉の運転開始から70年が経とうとしている今、世界は廃炉を必要と

している原子炉の数が前例のない水準に高まりつつある状況に直面している。原

子炉の老朽化と早期の閉鎖という現在の傾向から、廃炉工程に入る原子炉の数は

今後20年間で倍増すると予測されており、廃炉ならびに廃棄物保管で2030年ま

でに1,000億ドル規模の市場が生まれるものと見込まれている（Nucleonics Week 

2016）。

　原則として、原発跡地にまつわる安全リスクの多くは、廃炉が進むにつれて次

第に減少する。しかし原子炉のライフサイクルは通常長期にわたることから、廃

炉事業は独自の選択肢と課題を突きつける。世界的に見ても、本格的な原子炉の

完全廃炉という経験はわずかな事例にとどまっている。廃炉費用と必要となる事

項は、原子炉の種類、それまでの稼働状況、そして立地する国家によって大きく

異なる。また原発立地の状況に関する知識の継続性を維持することも容易ではな

い―設計、建設、および稼働時になされた様々な決定、そして稼働中に発生し

た事故が、数十年後の廃炉過程で重要な意味を持つ場合もあるのだ。

　廃炉件数が急上昇するという見込みは、放射性廃棄物とりわけ使用済み燃料

（高レベル放射性廃棄物）の処理問題が世界のどの国でも完全に解決されていない

状況下で発生している。この事実は、その他すべての廃炉事業と、原発跡地の最

終状態において重大な意味を持つ。廃炉計画の決定にまつわる選択肢には、労働

者および国民の放射線防護について世代間で異なる関心、環境保護、そして費用

面での複雑なトレードオフが絡んでいる。

　本章では本格的な廃炉工程に入った原子炉を例にとり、廃炉事業が辿る基本的

な各段階を概説する。そして増加する原発閉鎖件数への対処、廃炉費用および時

機の予期せぬ変更への対応、そして跡地を安全な状態にした上で一般開放するこ

となど、廃炉の分野における現在の課題を説明する。その上で、廃炉費用の調達、

透明性の確保、そして廃炉事業の増加に対する国際協力の強化について提言を行

なう。
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「廃炉」の定義

　原子炉は廃止工程が最も複雑な産業施設の一つである。稼働中は制御され自立

した核分裂連鎖反応を続け（IAEA 2002: paragraph 5.5）
1
、それによって有用なエネ

ルギー、通常は電気を生み出す。対照的に、試験炉は発電目的で使用されること

がないため、タービンや発電機は備えていない。また熱出力が比較的小さいので、

物理的に小規模で放射線の発生も低く抑えられている。

　原子炉の一生には6つの主要な段階がある。すなわち立地選定、設計、建造、

立上げ、稼働、そして廃炉である。稼働中の原子炉は放射性の使用済み燃料に加

え、主に2種類の危険を引き起こす。すなわち汚染物質と放射化である
2
。汚染物

質とは、固体の表面、もしくは液体ないし気体の中に蓄積された放射性物質のこ

とである。原子炉の主要な冷却物質は炉心内部で常に放射性物質（主に燃料）と

接触状態にあるため、稼働中にひどく汚染される傾向にある。また冷却物質と接

触した物資（配管やポンプなど）の表面も汚染されやすい。これら汚染物質の科

学的構造によっては、そうした物資の表面から周辺環境に排出される可能性が比

較的高い。一方の放射化は、炉心内部の核分裂反応で発生した中性子が放射性の

ない物質（原子炉の壁面に付着したコバルトなど）に吸収されることで主に生じ、

1   それによると臨界集合体も、冷却および放射線防護の手段がより少ない小型

の研究炉とみなすことができる。一方、放射性物質の崩壊によって生じた熱を発

電に用いる放射性同位体熱電気転換器（宇宙船など、長期かつ低出力の機器に用

いられることが多い）は、核分裂の連鎖反応を伴わないため原子炉には分類され

ない。
2   原子力に伴うリスクとして電離放射線が挙げられる。電離放射線とは、その

種類ないしエネルギーにより、体内組織の原子ないし分子をイオン化する放射線

を指す。放射能の一般的知識については Knoll（2010）を参照のこと。本章では

廃炉にまつわる原子力の安全性および放射線防護のみを扱い、溶媒、非放射性の

重金属、あるいはアスベストなど、原発に存在するその他の危険物による問題は

扱わない。
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その物質は放射性となる。一部の物質において、中性子は吸収される前にかなり

の距離を移動することがあるため、老朽化した原子炉の建材の奥深くで放射化に

よる生成物が発見されることもある。

　稼働を停止した原子炉は、最終的にその跡地を安全に再利用するように廃炉と

されなければならない
3
。国際原子力機関（IAEA）は廃炉を次のように定義して

いる。「施設の管理体制の一部ないし全部を解除するためにとられる経営上・技

術上の諸活動」（IAEA Department of Nuclear Safety and Security 2007: 48; IAEA 2016a: 

34）。また放射線リスクの低減、公衆および環境の長期的な防護の実現、そして

跡地の再利用を図るため、廃炉は通常施設の解体や建造物の除染を含む。

　基本的に、廃炉は安全確保に関する二つの主要原理に基づいている。すなわち

世代間の公平性と事業者および利用者による費用負担である。建造、稼働、そし

て廃炉に至る長期の時間的尺度、そして廃棄物の放射性崩壊にかかるさらに長い

時間的枠組みにもかかわらず、原子炉の廃炉は未来の世代に対する不当な負担を

避けるよう行なわれるべきというのが一般的な考え方である（Bråkenhielm 2005）。

廃炉に関する諸々の決定は、未来の世代のために公衆の安全、環境の持続性、核

の保安、そして資源活用について、妥協を排した基準をもとに下すべきである

（Taebi and Kadak 2010参照）。

　事業者および利用者による費用負担という原則は、原子力発電によって利益を

得た人々（電力会社や消費者など）が廃炉の完了に責任を持ち、かつその費用を

納税者全体に移転するのでなく自ら負担すべきことを意味している。IAEAによ

る勧告でも、各原発保有国は廃炉の主たる責任を施設の免許事業者に負わせ、廃

炉監督機関、健康および安全に携わる規制機関、地元当局、そして環境規制機関

などによる監督の下、廃炉事業にあたらせるべきとしている（Stoiber et al. 2010: 

73）。この点に関して言えば、原子力に対する規制は初期の時代から大きく改善

しているものの、廃炉費用の見通しが不透明であるという課題は今も残っている

（下記を参照）。今日、原発保有国（あるいは原発導入を検討中の国々）の大半は電

3   「廃炉」（decommissioning）という語はその他の燃料サイクル設備に対して

も用いられるが、本章では原子炉のみを考察対象とする。
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力会社に対し、原子炉の稼働開始に先立ち廃炉計画を立てるよう求めている

（Laraia 2012参照）。それとは逆に、第1世代原子炉の多くは、最終的な廃炉予定

を詳細に検討することなく建設された（Samseth et al. 2013）。IAEAが廃炉につい

ての主要な指針文書を初めて刊行したのは1970年代半ばであり（IAEA 1976）、

その対応の遅さが際立っている。

廃炉に関する世界的状況と現在の見通し

　廃炉事業の需要は今後15年間で急速に増加するものと見込まれている。2015

年末現在、稼働中ないし一時停止中の原子炉は世界中で443基に上る
4
。これら

原子炉の平均稼働年数は30年であり、一部の原子炉は寿命延長工事がなされて

いるものの、大半の原子炉は40年の寿命と見込まれている。またドイツは2022

年までに国内の全原発を早期退役させる予定である（Schneider et al. 2015; 

International Energy Agency 2016）。

　現在原発を保有している国の多くは、廃炉に関する経験を全くではないにせよ

ほとんど有していない（表10-1参照）。この分野で最も経験豊富なのはアメリカ

であり、過去15年間で閉鎖された原子力発電所の跡地のほとんどは、使用済み

燃料保管施設の管理が続けられながらも、原子力規制委員会（NRC）によって一

般に開放されている。また研究炉の廃炉の経験を生かすことができる国もあるか

もしれない。世界規模で見ると、これまでに33ヵ国（および台湾）で合計352基

4   本章では艦船推進用原子炉の廃炉は扱わない。原子力潜水艦の退役にかかる

費用は一般的にその原子炉ではなく艦船全体を指すものであるため、静止型原子

炉との比較は難しい。ソビエト海軍が艦船推進用原子炉を海中投棄したことによ

る影響については、Mount, Sheaffer, and Abbott（1994）を参照のこと。また

1960年代から80年代にかけてソビエトとアメリカが打ち上げた原子力衛星の運

用終了後における状況も、本章では扱わない。安全な周回軌道上にある原子力衛

星の原子炉をいかに停止させるか、およびコスモス954レーダー海洋偵察衛星が

地表に落下した際引き起こされた環境に対する損害については、Harland and 

Lorenz （2006: 235-6）を参照のこと。
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の研究炉が廃炉となった（IAEA 2016b）。研究炉は発電用原子炉と比べて物理的

に小さく、放射性物質による汚染や放射化の水準も低いため、廃炉にかかる費用

と技術的複雑さも抑えられる。また研究炉の圧力容器は、切断および解体という、

作業員を放射性粒子に晒しかねない厄介なプロセスを経ることなく、そのまま埋

められることもある。そのため、研究炉の廃炉が必ずしも発電用原子炉の廃炉の

経験に等しいとは限らない。原子炉の廃炉を経験したことがない国々は、より経

験豊富な国家と情報共有することによって利益を得られるだろう。

廃炉の終結点

　どの時点をもって廃炉が終結したとするかについて、統一された基準は存在し

ない―その定義は規制機関による監督体制の種類と、その根底にある目的とに

よって決定される。一例を挙げると、原子力の保障措置は、核物質、装置、およ

び技術が核兵器開発プログラムへの寄与ではなく、あくまで平和目的に利用され

ていることを確認するのが第1の目的である。こうした保障措置の観点から見れ

ば、事業所内に残る施設ないし装置を使って核物質を処理あるいは利用すること

ができなくなった時点をもって、その施設は廃炉とされたと言える（IAEA 2002: 

paragraph 5.31）。それとは対照的に、原子力の安全という観点から見ると、事業

所内における放射線リスクやその他の危険性が、あらかじめ定められた基準にま

で減少した時点をもって完全に廃炉されたということになる。IAEAは2014年10

表10-1　世界における原子炉の現状（2015年12月31日現在）

現状 基数 国数
稼働中ないし一時停止中 443 31（および台湾）（注1）

永久的に停止中（廃炉工程に入った原子炉も含む） 157 19（ヨーロッパ、北アメリカ、
カザフスタン、日本）（注2）

廃炉作業中ないし廃炉済み 124 18（注3）

注1： 出力5メガワット（MWe）級の寧辺核施設（北朝鮮）およびバターン原子力発電所（フィリピン）は含ま
ない。

注2：数基（10基未満）の実験用原子炉は含まない。
注3：サンタスザーナ野外実験所の原子炉は含まない。
出典：IAEA（2016c: 47-58）。
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月時点で17基の発電用原子炉が「完全に廃炉とされた」としているが、その定

義は明示されておらず、除外された実験用小型原子炉がいくつかあると思われる

（IAEA2015b: paragraph 74）。

　各国の原子力規制機関の大半は、事業者が廃炉計画に記された各工程を全て完

了し、さらなる解体作業や除染作業が必要なく、原子炉の運転免許が失効した上、

規制機関による制限の有無にかかわらず、跡地が再利用可能な状態になった時点

をもって、廃炉の完了としている。本論においては、この意味で「完全に廃炉さ

れた」と称し得る原子炉約30基を列記する（表10-2および表10-3参照）。通常、

各国の政府および規制機関は、廃炉の終結および監督対象からの事業所の除外に

ついて、安全面・環境面の明確な基準を定めている。

　原発跡地の最終状態は3つの種類に分類される。第1に、原子炉や低レベル放

射性廃棄物処理施設など、新たな原子力関連施設が建造される場合が挙げられる。

また原発跡地（および残存する発電設備）が化石燃料発電所として再利用される場

合もある。しかし原発跡地の利用法に関する提案が、受け入れ可能な残留放射線

の水準など、環境改善に関する諸目標を決定する場合が多いため、それらの事例

は原発跡地の環境回復を研究するのに価値が限られている（Laraia 2012）。

　第2に、原発跡地の大部分が規制対象から除外される一方、残りの部分で乾式

キャスクによる使用済み燃料の長期保管（「独立した使用済み燃料保管施設」）が

続けられるという事例が挙げられる。これは高レベル放射性廃棄物を永久貯蔵す

る手段が存在しない現状と、新たな燃料を生み出す手段として再処理を活用する

ことが難しい実情とを埋め合わせる手段である（Hiruo 2016）。こうした例の中

には、原子力規制の観点から見れば「無制限の利用」が許されているものの、使

用済み燃料の貯蔵や地下水のモニタリングに関係する諸活動を行なうにあたり、

敷地所有者（つまり廃炉を完了させた電力会社）によって立ち入りが制限されて

いるものもある。アメリカのコネチカットヤンキー原発やヤンキーロウ原発がこ

れにあたり、跡地の活用法について現在のところ決定の見込みは立っていない

（Connecticut Yankee 2015）。湿式の貯蔵方法（すなわち使用済み燃料プールによる貯

蔵）に比べ、乾式キャスクは最小限の管理で使用済み燃料を安全に貯蔵できる。

しかし破壊活動からの防護は必要かつ現在すでに負担となっている費用である
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表10-2　廃炉が完了したアメリカ国内の原子炉および跡地の現状（2015年12月現在）（注1）

名称 所在地 種類
定格電
気出力
（MWe）

稼働期間
（注2） 跡地の現状

ビッグ・ロック・ポイン
トNPP

ミシガン州シャールボ
イ BWR 67 1962-97 無制限の利用および使用済み燃料の乾式キャスク貯蔵（注4）

沸騰水型原子力過熱蒸気
発生装置

プエルトリコ、リンコ
ン BWR 17 1964-68 無制限の利用、原子炉は敷地内に遮蔽隔離（注3）

カロライナ・ヴァージニ
ア管式原子炉

サウスカロライナ州パ
ー PHWR 17 1963-67 新規原子力発電所に隣接

コネチカットヤンキー
（ハダムネック）NPP

コネチカット州ハダム
ネック PWR 560 1967-96 無制限の利用および使用済み燃料の乾式キャスク貯蔵（注4）

エルクリバー発電所 ミネソタ州エルクリバー BWR 22 1963-68 化石燃料発電所が立地

エンリコ・フェルミ原子
力発電所1号機 ミシガン州モンロー FBR 61 1966-72

新規原子力発電所が立地（1号機の部
品の大半は搬出されたが、跡地で2号
機が稼働中）

フォート・セント・ブレ
イン

コロラド州プラットヴ
ィル HTGR 330 1974-

1989
化石燃料発電所が立地、および使用済
み燃料の乾式キャスク貯蔵

ハラム ネブラスカ州ハラム SCGR 75 1963-64
化石燃料発電所が立地および低レベル
放射性廃棄物を貯蔵、また原子炉容器
を敷地内に遮蔽隔離

フンボルト・ベイ3号機 カリフォルニア州ユー
リカ BWR 63 1963-76 化石燃料発電所が立地

メーンヤンキーNPP メーン州ウィスカセッ
ト BWR 860 1972-97 無制限の利用および使用済み燃料の乾式キャスク貯蔵（注4）

パスファインダー APP サウスダコタ州スーフ
ォールス BWR 59 1966-67 化石燃料発電所が立地

ピクヮNPP オハイオ州ピクヮ その他 12 1963-66 無制限の利用（注3）、および原子炉容
器を敷地内に遮蔽隔離

ランチョ・セコ カリフォルニア州ヘラ
ルド PWR 873 1974-89

冷却塔が現存、低レベル放射性廃棄物
と使用済み燃料を貯蔵、跡地の一部に
太陽光発電アレイを設置する計画

サンタスザーナ野外実験
所

カリフォルニア州ベル
キャニオン SCGR 最大6

（注5） 1957-64 産業研究活動

サクストン実験炉 ペンシルヴァニア州サ
クストン PWR 3 1967-72 無制限の利用（注3）

シッピングポートAPP ペンシルヴァニア州シ
ッピングポート PWR 60 1957-82 新規原子力発電所が立地

ショアハムNPP ニューヨーク州ショアハム BWR 820 1986-89 化石燃料発電所が立地

トロージャンNPP オレゴン州レイナー BWR 1095 1975-92 無制限の利用および使用済み燃料の乾式キャスク貯蔵（注4）

ヤンキーロウNPP マサチューセッツ州フ
ランクリン PWR 167 1960-91 無制限の利用および使用済み燃料の乾式キャスク貯蔵（注4）

注1： 同一敷地内で同じ種類の原子炉が稼働中の場合、この表には含まれていない（ドレスデン原子力発電所〔オハイオ
州〕、サンオノフレ原子力発電所〔カリフォルニア州〕など）。

注2： 「稼働期間」は、最初に配電網へ接続された年から、配電網への電力供給を最後に行なった年までを指す。
注3： 「無制限の利用」は、当該跡地が現在「未開発地域」であることを指す。公園として活用されているもの（トロージ

ャンなど）もあれば、野生動物の保護地域として活用されているもの（コネチカットヤンキーなど）もある。
注4： 「無制限の利用および使用済み燃料の乾式キャスク貯蔵」は、跡地の大半が「未開発地域」であり、残りの部分で乾

式キャスク貯蔵を行なう許可を規制機関から与えられていることを指す（独立した使用済み燃料貯蔵施設）。
注5：IAEA (2015a, 2016c)には記載されていない。出力はWald (2011)を基に概算したもの。   
出典：IAEA（2015a, 2016c）; US NRC（2015b）。



第10章　原子炉の廃炉　　293

表10-3　廃炉が完了したアメリカ国外の原子炉（および廃炉工程の後期段階にある原子炉）
および跡地の現状（2015年12月現在）（注1）

名称 所在地 種類
定格電
気出力
（MWe）

稼働期間
（注2） 跡地の現状

シノン原子力発電所
A-1, A-2, A-3号機

フランス、アヴォワー
ヌ GCR

70, 
180, 
360

1963-90

新たな原子力発電所が立地、A-1号
機の一部は博物館として活用、その
他の原子炉の運転停止後、最終解体
工程に入る予定

サンローラン原子力発
電所A-1,A-2号機

フランス、サン＝ロー
ラン＝ヌーアン GCR 390, 

465 1969-92 新たな原子力発電所が立地

HDRグロースヴェル
ツハイム（カール）

ドイツ、カールシュタ
イン・アム・マイン BWR 25 1969-71 無制限の利用（注3）、現在は軽工業

が行なわれている

カールVAK　NPP ドイツ、ゼリーゲンシ
ュタット BWR 15 1961-85 無制限の利用（注3）（商業および製

造業が立地）
ニーダーアイヒバッハ
NPP ドイツ、ラントシュット HWGCR 100 1973-74 新規原子力発電所に隣接

シュターデ ドイツ、バッセンフレ
ス PWR 640 1972-

2003
残存構築物の最終解体待ち、低レベ
ル放射性廃棄物を貯蔵

ヴュルガッセンNPP ドイツ、ベーヴェルン
ゲン BWR 640 1971-94 廃炉工程で発生した低・中レベル放射性廃棄物を一時貯蔵

動力試験炉 日本、東海村 BWR 12 1963-76
原子力研究所が立地、および低レベ
ル放射性廃棄物（コンクリート）を
敷地内に埋め立て

東海発電所1号機 日本、東海村 GCR 137 1965-98 新規原子力発電所が立地

ルーセンス原子炉 スイス、ルーセンス HWGCR 6 1968-69 原子炉が立地していた地下の洞窟は密閉され、地上は未開発地域
ウィンズケール改良型
ガス冷却炉

イギリス、セラフィー
ルド GCR 24 1963-81 新規原子力施設が立地

注1： 同一敷地内で同じ種類の原子炉が稼働中の場
合、この表には含まれていない（グンドレミン
ゲン原子力発電所〔ドイツ〕など）。

注2： 「稼働期間」は、最初に配電網へ接続された年か
ら、配電網への電力供給を最後に行なった年ま
でを指す。

注3： 「無制限の利用」は、当該跡地が現在「未開発地
域」であることを指す。

出典： IAEA（2015a, 2016c）; Schmittem（2016）; 
Weigl（2008）; World Nuclear News（2015）。 
 

     

表10-2・表10-3　略号一覧

APP
BWR
FBR
GCR
HTGR
HWGCR
MWe
NPP
PHWR
PWR 
SCGR

原子動力プラント
沸騰水型原子炉
高速増殖炉
ガス冷却黒鉛減速炉
高温ガス炉
重水減速ガス冷却炉
メガワット電気
原子力発電所
加圧重水炉
加圧水型原子炉 
ナトリウム冷却黒鉛減速炉
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（US NRC 2016参照）。アメリカにおいては、独立した使用済み燃料貯蔵施設は人

口密集地域から離れた場所にあり、破壊工作の標的としての価値は低い。しかし

稼働中の原子炉を攻撃するだけの武力を持たず、また十分な訓練を受けていない

テロリストが、放射性物質を拡散し、経済的損失を与えるとともに、周辺住民を

パニックに陥れる目的で乾式キャスクを攻撃対象にする可能性もある。

　そして第3に、跡地全体が無制限に解放され、農業用地、公園、あるいは商業

施設といった形で一般利用される場合がある。現在のところ、この種に分類され

る原子力発電所は低出力のものか短命に終わったものに限られている（表10-2お

よび10-3参照）。無制限の再利用に適しているか否かを決定する第1の要素は、

敷地全体における放射能濃度が、政府ないし規制機関によって定められた制限値

まで低下したという、規制機関による認証である。原子炉免許の失効に必要な年

間線量の上限値を守るため、放射性物質に汚染された構造物は通常敷地から除去

する必要がある。また原子炉があった場所の表土も取り除かなければならない。

　線量の許容上限値は、人間および環境に対する放射線のリスクが「もはや存在

しない」水準に定められるべきだとしばしば主張されている（Nuclear Energy 

Agency 2016: 51など参照）。しかし「放射線のリスク」と見なされる実効線量（シ

ーベルト〔Sv〕で測定）の水準、およびそれを下回ればリスクはないという上限

値について広く認められた定義は存在しない。またごく低線量の被曝による健康

への確率論的影響を厳密に測定する明確な手段もない。年間0.1Sv未満の被曝に

よる影響は測定が難しく、1度の事象で急激に被曝したのでなく、1年をかけて

その線量を被曝した場合、困難はさらに増す。

　低線量被曝で発生することが予想される影響のうち、最も明らかなのはがんリ

スクの増加だが、被曝からの時間差、および元々の自然発症率の高さから、がん

発症率への影響を測定するのは容易でない。むしろ低線量被曝による影響は、高

線量被曝で生じた影響の測定結果から推定される。これは通常、被曝線量と反応

との間には直線的な相関関係があり、かつリスクが消失するしきい値は存在しな

いという、しきい値なし直線仮説（LNT仮説）を基に行なわれる（Calabrese 2013; 

Morgan 2013参照）。このLNT仮説は放射線のリスクを推定するにあたり信頼度

が高い慎重なモデルとして広く受け入れられている。
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　LNT仮説を厳密に適用すると、全ての環境に自然放射線の発生源があるため、

どの場所についても、放射線リスクが過去にも現在にも全く存在しないとは言え

なくなる。人間が1年間で被曝する自然放射線の線量は地域ごとで大きく異なる

が、通常は1ないし5ミリシーベルト（mSv）の範囲内である（UNSCEAR 2008）。

　そのため、人工的な放射線発生源からの被曝上限値は、許容可能かつ現実的に

達成可能な特定のリスク水準の算定を基に、恣意的に決定されるのが普通である。

国の規制や国際基準においては、原発跡地など放射性物質に汚染された敷地を無

制限の利用に供するにあたり、自然発生源や医療行為によって人間が1年間に被

曝する実効線量の平均値よりも低い値を、人工的な発生源による年間被曝の上限

値として定める傾向にある
5
。廃炉による被曝線量は、廃炉後の活動レベルと建

設前の活動レベルとを比較することで推計される
6
。LNT仮説を適用すれば、人

工的な放射線発生源による追加リスクは、自然発生源によるリスクと同程度か、

低い水準となる傾向にある。そして現在、こうした傾向の例外として最も注目さ

れているのが、福島第1原子力発電所の周辺地域から避難した住民に対し、自然

放射線の水準を上回る年間20mSvという基準線量が適用されていることである

（O�ce of the Deputy Chief Cabinet Secretary 2011）。

廃炉費用の調達

　資金調達は廃炉にまつわる諸問題のうち最も論争を招きやすいものの一つであ

る。大半の国では事業者および利用者による費用負担原則に従い、原発事業者が

5   一例を挙げると、NRCは原発跡地の無制限な一般開放を許可するにあたり、

残留放射線の上限許容値を年間0.25mSvと定めている（US NRC Regulations 

2015: 20.1402）。通常、線量の計算は外部放射線の測定値を用い、呼吸および経

口摂取の一般的比率に関する仮定を基に算出された、内部被曝の推定値を加える

ことで行なわれる。
6   廃炉の法制化に関する IAEAのモデル規定は、規制機関が事業者に対し、廃

炉後の最終状態と比較すべく、原子炉建造に先立ち事業所内の放射線の状況に関

する基本的調査を実施させるよう勧告している（Stoiber et al. 2010: 72）。
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資金調達の責任を負っている。しかし「使用済燃料管理及び放射性廃棄物管理の

安全に関する条約」（1997）の締約国は、廃炉事業の安全を確保すべく、「能力を

有する職員及び適当な財源が利用可能であること」（第26条）を義務づけている。

再利用可能な原子炉部品を販売するなど
7
、廃炉事業で少額の利益が生み出され

ることもあり得るが、本質的には発電が終わった時に生じるコストに他ならない。

それゆえ廃炉の資金調達には、将来的な経済的負担義務という課題がつきまとう。

また原子炉のライフサイクルにおいては様々な出来事が発生し、予期せぬコスト

や損失が突然発生することもあるため、資金の効率性を保つのも難しい。また事

故ないし規制の改変で当初の予定よりも早く廃炉しなければならない状態に陥っ

たとすれば、適切な時期に資金を調達することも課題となるだろう。

資金調達戦略

　廃炉費用の調達には、資金の前払い、および積み立てという二つの基本的戦略

が存在する。このうち前者は、原子炉の建造に先立ち、予想される廃炉費用に応

じた一定の金額を前払費用の一部として計上するというものである。また後者は、

まず償却基金を設定しておき、次いで原子炉の稼働期間を通じ、電力料金収入の

ごく一部を徐々に基金へ組み入れるというものである。いずれの戦略も、廃炉費

用を賄うのに十分と予想される金額が原子炉の退役予定時期に利用できるよう、

資金を別途計上するのが一般的である。

　原子炉が早期退役のため予定された収入を生み出せなくなる一方で資金調達が

難しいという場合、前払い資金は一種の保険として機能する。また資金の積み立

てには、電力料金の一部という形で利用者からの資金調達を可能にするという利

点があるものの、原子炉の早期退役による収益機会の喪失に対処するのは難しい。

7   廃材が無制限の再利用ないし処分を「許可される」には、それらの放射能が

一定のしきい値未満になければならない。その値は非常に慎重に定められ、自然

放射線と同程度の線量しか放出しない場合にのみ許可されるのが一般的である。

放射性物質は廃材に均一に分布しているわけではないため、そうした控えめなし

きい値の設定や、慎重な安全の確認が重要である。
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また考え得る全ての緊急事態に対し、利用可能な前払い資金や積立金が十分な額

に達しているとは限らない。原則としてこれら資金には、緊急事態による廃炉費

用の増加予想分を組み入れることができる。しかし廃炉のタイミングとコストは

確定的なものでないため、緊急事態による費用増加を予想するための指針は少な

い（Nuclear Energy Agency 2016: 82）。廃炉の時点で十分な額の資金が利用できな

いのならば、事業者および利用者による費用負担原則を捨て、納税者にコストを

移転するか、あるいは他の電力源を利用しているかもしれない将来の電力消費者

に負担させる必要が生じるだろう（Drozdiak and Busche 2015; Pagnamenta 2016）。

2016年4月、ドイツの「脱原発の資金調達に関する検討委員会」は勧告を行ない、

電力会社は廃炉にかかる費用230億ユーロを負担すべきとした（World Nuclear News 

2016a）。原子力発電所の早期退役という政府の決定により予定されていた収入源

がすでに絶たれていることから、これら電力会社による廃炉費用負担は軽減され

るべきという議論もあるが、いまだ結論は出ていない。

費用の算定

　原子炉の立地、国の規制、そして詳細な廃炉工程といった特定の諸条件により、

廃炉費用は大きく左右される。しかし原子炉の規模、稼働年数、そして種類が廃

炉費用に及ぼす影響については、いくつかの一般的傾向が観察できる。まず第1

に、原子炉における放射能汚染ならびに放射化の範囲は、その出力と稼働年数に

比例して広がりを見せる傾向にある。現在のところ、廃炉の後期工程に入った原

子炉のうち数基は、稼働年数が短い比較的低出力のものである（表10-2および

10-3参照）。それと比較して、稼働年数が40年を超える出力1ギガワット級の発

電用原子炉は、放射性廃棄物の量がより多くなる。

　アメリカ原子力委員会は各原発事業者に対し、原子炉の種類、労務費、光熱費、

そして廃棄物処理費用に応じ、一定の金額を廃炉のために積み立てるよう規則

（�e US NRC Regulations 2015）で定めている（US Government Accountability O�ce 

2012）。2016年の時点で廃炉に充当可能な資金の金額は、少ないところで数億ド

ル、多いところで10億ドルに上る（US NRC 2013参照）。これら金額の差異は、

原子炉の基本的な種類の違いを反映したものである。
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　NRCの推定によると、加圧水型原子炉（PWR、軽水炉の一種）は最も安価な部

類に入るという。現在稼働している原子炉の64パーセントを占めるPWRは二つ

の冷却循環系の熱交換を利用しており、うち一つは炉心内部を通り放射能濃度も

高いが、もう一つの冷却系はタービン内部を循環していて放射能もゼロに等しい。

タービン建屋の放射能濃度は一般的に低いため、普通の方法で解体することがで

き、部品も再利用されるか、地表近くに埋めることができる。加圧水型重水炉

（カナダのCANDU炉など）も同様の傾向が見られるものの、中性子を吸収するこ

とで生じた比較的放射能の高いトリチウムが減速材に含まれるため、その保管と

処理に費用がかかる。

　それとは対照的に、日本やスウェーデンで多く使われている沸騰水型原子炉

（BWR）の冷却系は一つであり、施設内部の「放射線管理区域」にはタービンや

復水器も含まれるなど、PWRに比べその範囲ははるかに広い。また大半の部品

が放射性物質に汚染されていることから、廃炉工程もより複雑で、部品の処理費

用も高くなりがちである。

　黒鉛減速ガス冷却炉（GCR、イギリスのマグノックス炉など）はPWRおよび

BWRの廃炉に比べて数倍高くつくことが、NRCの規則文書に記されている。

GCRの黒鉛減速材は稼働中に放射性の炭素を蓄積させる。そのため廃炉の際、

原子炉へ安全に接近することが難しく、また高レベルの放射性廃棄物をさらに多

く生み出すのである。なおチェルノブイリなど旧ソ連で用いられていた黒鉛減速

軽水冷却原子炉もこれと同様である（NucNet 2015）。

　液体金属冷却高速炉の廃炉にまつわる主な特徴として、液体金属の酸化を防ぎ、

放射性冷却材の残留物に対処しつつ冷却材を排出させるための追加費用が挙げら

れる（Goodman 2009）。これはPWRやBWRから水を排出させるのに比べてより

複雑で、燃料の被覆材が破れ冷却材が放射性物質に汚染されていると、その複雑

さはさらに増すことになる。しかし高速炉6基（サンタスザーナ野外実験所のナト

リウム実験炉、ハラム、フェルミ -1、フェニックス、EBR-1、EBR-2）の運用経験か

ら、廃炉費用の総額は高速増殖炉（FBR）やBWRと同程度と推測されている

（Michelbacher et al. 2009参照）。

　全体的に見て、廃炉費用に関して信頼度が高く比較可能なデータは各国ともに
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不足している。原子炉の種類、出力、および稼働実績が類似していても、廃炉に

かかる費用と時間の見積もりには大きな差異が存在する。費用は原発跡地の最終

状態をどのようにするかによって大きく異なる―新たな原発用地にふさわしい

場所にするよりも、無制限の利用を認める一般開放のほうが高くつく。原子炉の

「運転コスト」と異なり、「廃炉費用」の範囲を定めるにあたっては巨大かつ複雑

な差異がある（Nuclear Energy Agency 2012）。原子炉の種類の大半では、核燃料の

挿入と取り出しが稼働期間中に繰り返し行なわれる。ゆえに、使用済み燃料の処

理（貯蔵、処分、ないし再処理）は廃炉費用でなく運転費用とされている
8
。また

事業所内外での乾式キャスク貯蔵を費用見積もりに含めることもあれば、そうで

ないこともある。

　総費用の推計が諸々の活動を分解作業、事業管理、および廃棄物処理に分割で

きる場合でも、各項目の費用見積もりはその国における労務費など様々な役務費

用に大きく左右される（Nuclear Energy Agency 2016: 67参照）。また規制機関、事

業者、および請負業者が廃炉の経験をどれだけ有しているかも費用の決定要素と

なり得る。

　国ごとに違いはあるものの、廃炉費用の大半は原子炉部品という低レベルない

し中レベル放射性廃棄物の処理にかかるものである
9
。フランスやアメリカとい

った国々は、低レベル放射性廃棄物を貯蔵ないし処分する広大な用地を有してお

り、大型の部品を解体する必要がない。またこうした国では、原発の運転停止後

すぐに複雑な解体工程を要せず部品を持ち出すことができ、事業所内に残った部

品の維持・解体にかかる費用を大きく減らすことになる。

8   原子力施設を保有する7ヵ国が採用している算出方法の要約については、

Nuclear Energy Agency（2016: 61）を参照のこと。
9   様々な放射能レベルの廃棄物の処理など、廃棄物の分類に関する概念につい

ては IAEA（2009）を参照のこと。
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廃炉工程の諸段階

　この節では、原子炉の運転停止から跡地の開放に至るまでの各段階におけるリ

スクを説明するとともに、それぞれの廃炉方法における選択肢とトレードオフに

ついて論じる。

廃炉前工程その1―原子炉の運転停止

　原子炉の運転を停止し、永久に稼働させないという決定は、技術的、財政的、

および政治的理由に基づくのが一般的である。国際原子力事象評価尺度（INES）

で定義された稼働中の「深刻な事故」「大事故」および「広範囲な影響を伴う事

故」の直接的結果によって閉鎖に追い込まれた原子炉は6基あり、リュサン原子

炉、スリーマイル島原発2号機、チェルノブイリ原発4号機、そして福島原発1

号機～3号機がそれにあたる
10
。INESの定義によると、これらの事象においては、

「炉心の重大な損傷」「放射線による死亡」ないし「対策実施の必要性」を伴う放

射性物質の放出が発生する（IAEA n.d.）
11
。

　大半の原子炉は予定された寿命が近づいた段階で廃止され、その時期は部品の

老朽化や規制基準の変更に伴う維持管理費用の増大により、これ以上稼働させる

ことがもはや経済的に見合わなくなると推定される時点を基に決められるのが一

般的である。また最近では、電力需要の低下や化石燃料の価格下落も廃止の要因

となっている。

　原子炉の運転を永久停止する決定が下された後は、最終的な照射済み燃料を炉

10   東日本大地震当時、福島第1原発の他の原子炉は稼働していなかった。また

サンタスザーナ野外実験所の原子炉やサン＝ローランA-1およびA-2など、事故

を経験した後で再稼働した原子炉もある。サンタスザーナの事故は尺度の制定以

前に発生したものであり、レベルの確定はされていないものと思われる。
11   原子炉における発電機の故障といった事象が、メディアによって「事故」

（accident）とされる場合もあるものの、放射線による作業員、公衆、および環境

への直接的影響がないこともある。
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心内部に残し、冷却させるのが普通である。水で冷却された原子炉の温度と圧力

が一定レベルを下回ると、沸騰を防ぐために冷却水を循環させる必要がなくなり

（「冷温停止」）、冷却源の喪失という重大事故の可能性は著しく減少する。東日本

大地震で津波が到来した際、福島第1原発の5号機と6号機は冷温停止状態にあ

ったため、水素爆発は起こらなかった。また1～3号機は2011年12月に冷温停止

状態となったが、原子炉に亀裂が発生したため水の注入がその後も続けられた

（Brum�el 2011）。

　運転停止後の期間は、原発事業者の社風や組織の変化にも大きく左右される。

発電終了に伴い作業員の士気が下がることは珍しくない（Laraia 2012）。また発電

所で勤務する従業員の一部は、廃止後の新たな短期業務に向けた訓練を受ける必

要がある（機器の取り外しおよび処理など）ものの、その後は解雇の可能性に直

面する。また廃炉という専門的業務を遂行するにあたって新たな請負業者を雇う

必要が生じるかもしれず、そうなった場合、発電所の配置、稼働実績、そして現

状を正確に伝えなければならない。

廃炉前工程その2―原子炉の廃止

　使用済み燃料から放出される放射線（およびその結果生じる熱）が一定レベル

に下がった後は、炉心から使用済み燃料棒を取り出してプールに貯蔵し、それか

ら冷却材を排出することになる。平均すると、運転停止時における放射能のおよ

そ99パーセントが使用済み燃料に伴うものである（Nuclear Energy Agency 2016: 

50）。

　原子炉が炉心溶融（メルトダウン）に陥った場合、燃料棒に加えて溶解した炉

心デブリを取り出す必要がある。福島第1原発1～3号機における炉心デブリの

取り出しは少なくとも2020年代初頭までかかる見込みであり、取り出したデブ

リの処分方法もまだ決定していない（Schneider et al. 2015; International Energy Agency 

2016: 78）。これら原子炉からのデブリ取り出しは、放射線に耐え得る遠隔操作式

の新型設備を用いて行なう必要がある（Inter-Ministerial Council for Contained Water 

and Dicommissioning Issue 2015: 18）。

　全ての使用済み燃料が原子炉から抜き取られ、かつ敷地内の貯蔵プールから搬
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出された時点でその原子炉は「廃止された」ことになり（IAEA 2002 paragraph 

5.30）、放射性物質の大規模放出というリスクは大きく減少する。この時点で規

制機関は原発事業者に対し、事業所内における完全な緊急対策体制の解除を許可

することもある（Cama 2014）。アメリカのデイヴィッド・ヴィッター上院議員に

よると、廃炉中（つまり燃料抜き取り後）に何らかの事故が発生し、大衆の安全

が脅かされたことは1度もないという（Cama 2014）。また使用済み燃料は乾式キ

ャスクを用いることで比較的安全に貯蔵できる（US Senate 2014）。福島第1原発

では、1～4号機に残された燃料と異なり、乾式キャスクに格納された使用済み

燃料は地震と津波に耐え、大きな損傷も見られなかった（Suzuki 2015: 597）。

　通常、使用済み燃料と冷却材が取り出される頃、事業者は敷地全体における放

射能汚染および放射化を慎重に測定し図表化（「サイトの特性化」）した上で、最

新の廃炉計画を提出する責任がある
12
。また原子炉の廃止後、部品の解体および

搬出を行なう前にこの手続きを完了させるよう規則で定めている国もある

（IAEA 2014: 15）
13
。

除染・解体・処分の戦略

　原子炉の稼働停止後、事業者が廃炉計画を立て、規制機関が必要な許可を与え

て初めて、廃炉を始めることができる。使用済み燃料が搬出されたならば、作業

員にとっての主な放射線リスクは、燃料集合体の移動・貯蔵・防護・冷却に関わ

る様々なシステムを解体する際、放射能の残る構造物内部で手作業を行なう間に

被曝することである。原子炉の通常稼働と異なり、廃炉工程においては作業員が

長時間にわたって中・高度の放射能汚染区域に立ち入ることが多い。その一方、

12   福島第1原発における放射線量率マップの実例は、Kotoku（2016）を参照の

こと。
13   たとえばアメリカでは、原子炉部品の搬出は国家環境政策法における廃炉の

一形態であるという決定が第1巡回高等裁判所によって下されている。ゆえに

NRCはヤンキー原子力エネルギー会社に対し、完全な廃炉計画の提出に先立つ

「早期の部品搬出」を許可できなかった。Citizens Awareness Network Inc. v United States 

Nuclear Regulatory Commission（1995）を参照のこと。
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事業者および規制機関は周辺環境における低線量かつ長期の残留放射線にも注意

しなければならない。

　原子炉の廃炉には3つの基本的選択肢がある。すなわち即時解体、安全な現状

維持、そして遮蔽隔離である。いずれの選択肢も、工程に左右されるコスト（廃

炉工程における「手作業」などで、機材費や労務費を含む）、期間に左右されるコ

スト（管理費、免許関連費用、保安関連費用、電力費、保険料、固定資産税、およ

び敷地の維持管理にかかるその他の費用）、そして偶発費用（予見不可能な障害、悪

天候、規制の変更、あるいは主要な請負業者の撤退に対応するための資金）に関し

てそれぞれ一長一短がある（Atomic Industrial Forum 1986）。

　これら各戦略の主な違いは、原子炉の圧力容器、内部部品、冷却配管、放射能

防護コンクリート、そして使用済み燃料貯蔵棚など、放射能汚染や中性子による

放射化の度合いが比較的高い区域にどう対処するか、という点である。どの戦略

を用いるかにかかわらず、放射能汚染や中性子放射化を避けるために炉心および

冷却系から十分離れたところに存在する建物や予備システムは環境放射線しか放

出しないはずなので、通常の解体廃棄物と同じように扱い、適当な時期に処分で

きる。

　第1に、即時解体は原子炉の永久停止後すぐ廃炉作業を始めるというものだが、

過去の経験によると、稼働停止から敷地の解放まで少なくとも10年を要してい

る（表10-2および10-3参照）。福島第1原発においても、現在続けられている努力

にもかかわらず、廃炉の完了には30ないし40年かかると見込まれている（Inter-

Ministerial Council for Contained Water and Dicommissioning Issue 2015: 8）。つ ま り、

資金が容易に調達可能であるならば、即時解体は期間に左右されるコストを最小

化する傾向にあるため、経済的観点から見れば魅力的な選択肢である。また原子

炉の運転に携わり、稼働記録の作成を担当していた作業員も、廃炉工程に関わる

ことができる。

　ヨーロッパの数ヵ国や台湾のように、原子力への依存度を減らそうとしている、

あるいは脱原発を進めようとしている国々にとって、即時解体には政治的・実践

的な魅力があるものと思われる（Adelman 2016）。フランス、ドイツ、イタリア、

リトアニア、スロバキア、スペイン、スウェーデン、そしてアメリカは即時解体
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の採用を進めているか、あるいはそれまで安全保存状態にあった原子炉の廃炉を

加速するよう求めている（Adelman 2016; Autorité de sûreté nucléaire 2009: 4; Nuclear 

Energy Insider 2016; �omas 2016）。また即時解体は跡地の早期再利用を可能にする

とともに、次世代の負担を軽減する。さらには、放射能に汚染された構造物を適

時適切に除染・解体することで、原子炉建屋の風化や劣化、あるいは腐食によっ

て発生する放射線放出のリスクを減らすことにもつながる。

　第2に、安全な現状維持とは原子炉施設のうち放射能に汚染された区画の解体

を先延ばしするものである。現在のところ、廃炉工程にある原子炉の半分強が現

状維持状態にある。国の規制によっては、予定されている現状維持期間に合わせ

て原発の事業免許を1世紀にわたって延長できる場合もある。原子炉における放

射性物質や放射化生成物の多くは半減期が数年ないしそれ未満のため、原子炉の

放射能濃度は現状維持期間中に大きく減少する。原則として、それにより作業員

は放射線被曝の水準が比較的低くなった段階で解体作業にあたることができる。

また処分を必要とする高レベル放射性廃棄物の数量も、解体を先延ばしにするこ

とで減少する。

　現状維持状態にある原子炉が、稼働中の原子炉など別の原発施設と同じ敷地内

にある場合、その状態を続けることは発電所の維持管理にかかる追加費用を最小

化することにつながる。原発事業者が廃炉費用を調達したり作業員を集めたりす

るのに時間を要する場合も、安全な現状維持は魅力的な選択肢となる。さらに、

事業者と規制機関が安全な現状維持を選んだ場合、半減期が長い放射性廃棄物の

処理方法や、廃炉作業を遠隔操作で行なえるロボット技術の開発など、将来の技

術的発展から利益を得られる可能性も高い（Nagata 2016）。

　第3に、遮蔽隔離とは放射性の構造物（原子炉の圧力容器など）を、コンクリ

ートなど耐久性の高い物体に封じ込めることを指す。遮蔽隔離では原発施設を完

全に解体する必要がないため、作業員による放射性物資への接触が最小限にとど

まるとともに、他の場所で処分しなければならない破棄物の量を減らすことがで

きる。しかし放射能濃度が徐々に低下する間その施設を安全に維持するために、

極めて長期にわたる監視・維持体制が必要となる。現在、IAEAは大半の原子炉

型について遮蔽隔離を用いないよう警告している（IAEA 2016a: 35）。またチェル
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ノブイリ原発4号機に関し、作業員および周辺環境を危険に晒すことなく即時解

体ないし安全な現状維持を実施するのは不可能だったことから、ソビエト政府は

石棺による遮蔽隔離を採用した。そして2016年から17年にかけ、石棺の上に鋼

鉄製の「新安全閉じ込め設備」が構築され、費用は10億ドルに上っている

（World Nuclear News 2016b）。また遮蔽隔離は、稼働期間が短く放射能濃度も比較的

低い、小型の原子炉数基にも用いられている（表10-2参照）。

　廃炉戦略の決定は、作業員の被曝の最小化、周辺環境に対する長期的影響、財

政的負担、そして処理を必要とする放射性廃棄物の量の間でのトレードオフを基

に下される。また個々の放射性構造物の解体・除染にも同様のトレードオフが内

在している。小さな部分だけが高度に汚染されている場合もあれば、施設の大半

がごくわずかに汚染されているという場合もある。たとえば、金属製冷却パイプ

の内部は放射能濃度が高い一方、パイプを取り囲むコンクリートは濃度が事実上

ゼロである。中レベル放射性廃棄物として長期貯蔵ないし埋め立て処分しなけれ

ばならない物資の数量を削減するためには、金属パイプをコンクリートから慎重

に切り離すことが望ましいものの、その過程で作業員が比較的高レベルの放射線

に晒されるかもしれない。同様に、壁の表面が高濃度の放射能に汚染されている

一方、コンクリート内部の放射能濃度はわずかである。壁の除染は乾燥研磨剤の

吹き付けといった技術によって行なわれるが、その作業も放射線被曝のリスクを

増大させる。国際放射線防護委員会（ICRP）は、大衆の被曝に対する許容上限

値（人工発生源からの被曝許容値は年間1mSvなど）と、原子力施設作業員の被曝

に対する許容上限値（年間20mSvなど）を別個に設けることで、これら諸要素の

釣り合いをとるよう勧告している（�e International Committee on Radiological 

Protection 2005）が、作業員は一定のリスクを承知の上で受け入れている、とい

うのがその理由の一部である（Clarke 2011: 31参照）。

現在と将来における廃炉の課題

　原子力発電の将来的な方向性にかかわらず、廃炉事業は人的資源と技術革新に

おいて優先度の高い分野である。だが世界的に見て、原子炉の廃炉および長期的
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な原発跡地回復に関する経験は限られている。原発の廃止が相次ぐ現在、廃炉事

業の需要は今後増加するだろう。必要な専門家、人材、および請負業者の勧誘、

動機づけ、そして訓練は、原子力が衰退傾向にある国々において特に問題となる。

　そこで重要なのが、原子炉のライフサイクルにおける初期段階から廃炉計画の

策定を始めることである。現在稼働中の原子炉に関し、詳細な記録作成や敷地特

性調査などといった過去50年間における進歩によって、敷地内の様々な場所に

おいて放射能濃度に（したがって廃炉計画にも）影響を及ぼし得る事象を確実に

記録することができるはずだ。将来の原子力発電所について言えば、各国は原発

事業者に対し、設計段階で廃炉計画を策定するよう求め、跡地の最終状態をどう

するかについても説明させるべきである。また廃炉費用の見積もりが資金調達の

根拠として用いられる場合、その見積もりは、資金がいつ利用可能になるか、ど

ういった不測の事態を想定しているか、跡地の最終状態についてどのような仮定

をしているか、といったことが明確にされていなければならない。さらに、費用

の見通しを立てる際には、使用済み燃料の管理について考え得る将来のシナリオ

を考慮に入れる必要があり、とりわけ高レベル放射性廃棄物を最終処分すること

ができず、引き続き敷地内の使用済み燃料保管施設で貯蔵しなければならない可

能性を検討することが求められる。

　規制機関および国民の目に対する透明性確保の観点から言えば、廃炉費用の算

定方法は各国で統一することが望ましい。だが現在のところ、廃炉事業の費用が

国ごとに大きく異なるため、それは極めて困難だと思われる。しかし廃炉事業の

競争的な国際市場が生まれつつあり（Schmittem 2016; Fell 1999参照）、これが現実

のものとなれば、費用の見積もりを全ての国で一貫性のあるものとし、廃炉に関

するあらゆる活動の真のコストを正確に反映させるという観点から、算定方法の

統一という問題は再検討する必要があるだろう。

　より広い視点から見るならば、廃炉事業の拡大が見込まれる中、関係者間にお

ける情報および成功事例の共有がますます重要になるだろう。IAEAの国際廃炉

ネットワークといったフォーラムにおいては、原発の計画、建設、および稼働を

進めているアジア諸国を支援するにあたり、北アメリカとヨーロッパで第1世代

原子炉の廃炉事業から得られた教訓をどう活用できるかに焦点を当てるべきであ
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る。

　原子力の専門家にとって、目に見えない確率論的プロセスに伴う危険性をどう

伝えるかという課題が廃炉事業にもつきまとっている。教育、情報伝達、そして

国民との意識共有については、事業者と政府がともに責任を負わなければならな

い。現在アメリカの原発事業者には、跡地の再利用や環境保全など、廃炉に関係

する諸々の分野に国民のさらなる参加を促すべく、一般市民で構成される諮問委

員会を設けるという選択肢が存在している（US NRC 2015b）。こうした委員会の

活用と、そこで行なわれた議論の公開が、より広く促進されるべきである。廃炉

段階に入る原子炉の数が増えるにつれ、工程の各段階および跡地の最終状態に関

する透明性の確保は、原子力技術に対する国民の信頼を維持する上でますます重

要性を帯びるだろう。
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